
特定施設入居者生活介護事業所の設置に関する事業計画書
　　　　　　平成　　年　　月　　日
（宛先）川崎市長
設置予定者　所　在　地　
名　　　称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印
次の特定施設入居者生活介護事業所の設置計画について、平成27年度特定施設入居者生活介護事業者の内定申請受付要項に基づき、関係書類を添えて事業計画書を提出します。
(基本的事項)
	施設の名称
	
	居室数（一時介護室除く）
	　　　　　室

	設置予定地
	川崎市　　　　区
	入居定員
	名

	事業開始予定
	平成　　年　　月　　日

	介護保険の申請予定事業
	１　特定施設入居者生活介護（介護専用型）

２　特定施設入居者生活介護（介護専用型「外部サービス利用型」）

３　特定施設入居者生活介護（混合型）

４　特定施設入居者生活介護（混合型「外部サービス利用型」）

	特定施設の種類
	１　有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅以外）
２　有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅）

（登録番号　　　　　　　）
　※登録番号は、既にサービス付き高齢者向け住宅事業の登録を受けている場合のみ記入してください。

３　その他

	居住の権利形態
	１　利用権方式　　２　建物賃貸借　　３　終身建物賃貸借方式

	入居時の要件
	１　自立・要支援・要介護　　２　要支援・要介護　　３　要介護


（併設サービスに関する事項）
※同一建物内又は同一敷地内で行うサービスをいいます。

	併設サービス

※小規模多機能型居宅介護事業所、複合型サービス事業所、又は定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所以外の介護保険事業所を併設する場合も、こちらに記載してください。
	


(土地に関する事項)
	敷地面積
	(土地登記簿)　　　(実測)
　　　㎡　　　　　　　㎡
	地　目
	
	用途地域
	

	土　　地
	１　自己所有　　２　今後取得予定　　３　借地(予定含む。)

	(借地の場合)契約期間
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日　(　　　年間)


(建物に関する事項)
	建　　物
	１　自己所有　　２　今後取得予定　　３　借地(予定含む。)

	(借家の場合)契約期間
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日　(　　　年間)

	階数
	　　　　　階
	各階のサービス内容
	１階…

２階…

３階…

※実態に応じて、加除修正してください。

※入居者１０人前後を一つのユニット（生活単位）としてユニットケアを行う場合は、その旨記載してください。


※同じ土地の中に、建物を分けてサービスを行う場合は、項目をコピーして、分けて記載してください。
※有料老人ホームの事業の用に供する土地及び建物については、有料老人ホーム事業以外の目的による抵当権その他の有料老人ホームとしての利用を制限するおそれのある権利が存しないことが必要です（川崎市有料老人ホーム設置運営指導指針５（２）を参照）。
 (建築計画に関する事項)

	建築面積
	　　　　　　　　　　　㎡
	延床面積
	　　　　　　　　　　 　　㎡

	看護・介護職員室
	１　居室のある各階に設けられている。

２　上記に該当しない。

	洗濯室・汚物処理室
	１　居室のある各階に設けられており、かつ、汚物処理室は洗濯室に近接した場所に設けられている。

２　上記に該当しない。

隣接：隣り合い、原則として直接の扉又は内部階段によって行き来できる。
近接：動線が可能な限り短い等、廊下等を介して容易に行き来できる。

	居室の広さ
	１　全ての居室に収納スペースがあり、収納・トイレ・洗面台の部分を除く床面積が、内法で１３．２０㎡以上確保されている。（サービス付き高齢者向け住宅の場合は、各戸の床面積が内法で２５㎡以上確保されている。）

２　上記に該当しない。

	洗面台等
	１　全ての居室に、洗面設備（全ての居室に、洗面設備（サービス付き高齢者向け住宅にあっては台所）が設けられている。
２　上記に該当しない。

	建築物の構造
	造　　　　階建　（１　耐　火　２　準耐火　３　その他）

	トイレ・浴室
	１　全ての居室に、トイレ（サービス付き高齢者向け住宅にあっては浴室）が設けられている。
２　上記に該当しない。

	収納設備等
	１　全ての居室に、収納設備が設けられている。

２　上記に該当しない。

	事業用地の確保
	１　事業用地が自己所有の土地である。

２　事業用地が自己所有の土地ではないが、土地所有者と土地の賃貸借に係る確約書等を締結している。


　
(サービス形態等に関する事項)
	協力予定
医療機関
	名　　称
	

	
	診療科目
	

	
	病 床 数
	　　　　床
	直線距離
	　約　　ｋｍ
	所要時間
	　約　　　分

	協力予定

歯科医療機関
	提 携 先
	

	
	提携内容
	


(設置予定者に関する事項)
	設立年月日
	
	資本金額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	役員の状況
	１　管理者経験（特定施設入居者生活介護事業所）のある者を参画させている。

２　上記に該当しない。

	設置状況
	１　川崎市内に当該計画とは別の特定施設入居者生活介護事業所が有る。

２　上記に該当しない。

	特定施設入居者生活介護等の運営実績
	※下記実績がいずれもない場合は空欄にしてください。

１　特定施設入居者生活介護の実績　　　　実績年数　　年

２　介護老人福祉施設の実績　　　　　　　実績年数　　年

３　介護老人保健施設の実績　　　　　　　実績年数　　年

４　介護療養型医療施設の実績　　　　　　実績年数　　年

５　認知症対応型共同生活介護の実績　　　実績年数　　年

	外部監査の導入
	１　導入が有る。（法人名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　上記に該当しない。

	資産状況※１
	（資産の部）　　 　　　 　千円（負債の部）　　　　 　千円

（差引正味財産）　　　　　千円

	収支状況※２
	（収益）　　　　 　　 　　千円 (費用)　　　　  　　　千円　

（損益）　　　　　 　　　 千円


※１ 最新の賃借対照表から、資産の部、負債の部、差引正味財産を記入。

※２ 最新の損益計算書に基づき、収益は売上高＋営業外収益、費用は売上原価＋販売費及び一般管理費＋営業外費用、損益は経常利益を記入。

(入居契約等に関する事項)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※総額表示
	入居一時金
	　　　　万円～　　　万円

※複数の名目がある場合は、それぞれを記入。

	入居一時金の保全措置
	１　有（内容：　　　　　　　　　　　　　　）　２　無

	月額利用料
	　　　　万円～　　　万円


(事業収支計画等に関する事項)
	市場調査等による入居者の見込み
	別添の資料のとおり

	初期総投資額の概算

	　土地取得費　　　　　　　　　　　　円
　土地造成費　　　　　　　　　　 　 円
　建築工事費　　　　　　　　　　 　 円
　付帯施設工事費　　　　　　　　 　 円
　設備費　　　　　　　　　　　　 　 円
　その他工事費　　　　　　　　　 　 円
　募集経費　　　　　　　　　　　 　 円
　運転資金等　　　　　　　　　　　　円

　その他　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　計　　　　　　　　　　　　　円
	金融機関借入　　　　　　　　　　　　円
自己資金　　　　　　　　　　　　 　 円
その他（　　　　　　　　　）　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　計　　　 　　　　　　　　　 　円


　(添付書類)
１ 基本的事項
（１）案内図
　（２）計画事業所概要及び誓約書
２ 設置予定者に関する事項
（１）定款その他基本約款
（２）法人登記簿謄本
（３）役員名簿及び役員の略歴書（本籍・学歴不要。職歴及び職種を記載）

役員の中に特定施設入居者生活介護事業所の管理者経験のある者を参画させている場合は、管理者として従事していた事業所が特定施設入居者生活介護事業所であることを証する資料（会社案内、パンフレット等）
（４）法人の事業概要が確認できる資料（会社案内、パンフレット等）

３ 立地条件に関する事項
（１）土地登記簿謄本

（２）（既存施設で申請の場合）建物登記簿謄本
（３）公図写し

（４）地積測量図
（５）現況写真
（６）（土地が自己所有以外の場合）土地売買契約書(同意書)、土地賃貸借契約書(同意書)
　　※土地所有者と土地の賃貸借に係る確約書等を締結している場合はその写し

（７）（建物が自己所有以外の場合)建物売買契約書(同意書)、建物賃貸借契約書(同意書)
　（８）交通機関の利便性について距離が分かる地図等

※川崎市の特定施設入居者生活介護事業者選定基準における距離が分かるもの
　４ 建物の規模・構造及び設備に関する事項

（１）建築概要書
（２）建物配置図、平面図、立面図、各室別面積表（壁芯及び内法を記載）、居室内配置図

※備付の家具、収納設備、トイレ、洗面設備の床面積を除いた各戸の内法の床面積を平面図に図示すること。ただし、洗面設備の床が抜けている場合は、洗面設備の床面積を含め、内法の床面積を平面図に図示すること。
※全ての居室に収納設備又は浴室を設ける場合は、平面図及び居室内配置図に図示すること。
　　　
５ 特定施設入居者生活介護事業者選定一覧の算定要件に係る資料

（１）～（３）のみ提出必須。（４）から下は得点記載表に得点を記載した算定要件に係る資料のみ提出。
（１）得点記載表（特定施設入居者生活介護事業者選定一覧）

（２）特定施設入居者生活介護の内定申請内容に関する誓約書
（３）直近１箇年の賃借対照表、損益計算書
事業実績が赤字の場合は、その理由と対処方針を記載した資料及び主要取引金融機関の協力書等を添付すること。
項目番号【２－６】

（４）協力医療機関（協力歯科医療機関を含む。）と取り交わした協定書又は契約書等の写し。

※協力医療機関との契約書については、日中及び夜間の緊急時に対応する医療行為を業務内容としていること。また、協力歯科医療機関との契約書については、訪問歯科診療を行うことを業務内容としていることが算定要件です。
項目番号【３－１】

（５）会計監査人（公認会計士又は監査法人）に係る契約書の写し
　項目番号【３－２】
（６）運営実績が確認できる資料（「事業者指定通知」の写し等）
項目番号【４－１～２】

（７）指定地域密着型（介護予防）サービス事業者内定申請書
（８）併設サービス確認書
　項目番号【５－１】
　（９）地域交流スペースの活用方法について
　６　入居者契約等に関する事項

（１）入居一時金及び月額利用料の算定基礎（積算根拠）

　（２）（第２号様式）重要事項説明書

７　事業収支計画等に関する事項
（１）市場調査等による入居者の見込み

（２）入居募集計画（募集方法、対象者、対象地域、スケジュール、募集経費等）
（３）建設工事（改築・改修工事を含む。）見積書
（４）工事工程表（工事が必要な場合のみ）
８ その他
（１）近隣住民に対する説明経緯を示す書類。
当該計画に係る説明・折衝状況がある場合は、近隣住民に対して説明を行った説明日時、相手方、説明内容等（今後の説明予定のスケジュールを含む。）。
　（２）返信用封筒（８２円切手を貼付したもの）
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